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現代都市計画制度についての考察
劉　継 生
1．はじめに
　ダンテは「神は田舎を創り、人は都市を創る」と述べている１）。これは、田舎は
自然に生じるものであるが、都市は人間が意図的に創った社会であると理解できる。
この都市には大きな集積効果がある。エドワード・フレイザー（202）は、「都市
は人類最高の発明である」と述べている２）。彼は都市が人を生産的にする利点を強
調して、多くの創造的な人材が集まる都市に身をおくと、互いに刺激され、生産性
が高まり、イノベーションが活発化されると考えている。都市とは何か、その定義
は捉え方や分野によって多様である。空間的視点からみると、都市とは道路や建築
物などの物的構造からなる人工環境である。これらの物的構造は都市生活の基盤に
なる。しかし、都市の中には居住、生産、商業などの機能が混じり合い、大勢の人
も活動している。この調和の視点からみると、都市とはそこに住んでいる人々の多
種多様な行動によって形成される社会秩序である。また人口から見てみると、都市
とは、規模が大きく、密度が高く、非農業人口が多い集落である３）。さらに総合的
視点からみると、都市とは、地域の社会的、経済的、政治的な中心となり、第二次
と第三次産業を基盤として成立した人口、施設の集中地域である４）。
　都市のつくり方に対しては、文明発展の各段階に応じて人類が成功と失敗を経験
してきた。都市をいかにしてつくるかという知見を究めるのは都市計画である。「都
市計画」という概念には 2 つの意味合いがある。それは描かれたイメージもしくは
出来上がった計画書という実体概念と、計画をつくりそれを遂行するという行為概
念である。この行為概念を「プランニング（plannng）」あるいは「計画過程」という。
すなわち、計画策定（plan）→計画実施（do）→計画評価（see）という 3 つの機
能からなる行為過程である。この過程は、計画実施後の結果の評価が再び計画の策
定あるいは修正にフィードバックするというサイクルをなすのが普通であり、「プ
ランニング・サークル」と呼ばれている。
　都市計画は、道路や建物などの公共施設を整備することによって社会全体に大き
な影響を与える。一種のソーシャルデザインであるともいわれている。このため、
都市計画の公益性や効率性を担保する制度はきわめて重要である。都市計画とは「都
市をつくり、維持していくための技術や仕組み（制度）」である５）。技術的な都市
計画は土木や地理学分野で大昔からあったが、社会的制度としての都市計画が成立
したのは近代に入ってからである。その背景は、産業革命が招いた都市環境の悪化、
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市民革命による君主や貴族から民衆への都市づくり主役の変化である。資本、産業、
労働者の都市への集中は深刻な都市問題や社会の無秩序を引き起こした。これらの
問題を解決するため、都市の公衆衛生の改善などの目的で建築の制限や都市施設の
基準を定める社会的な仕組みが、9世紀中ごろから導入されるようになった。また、
オーウェンの理想工業村、ハワードの田園都市論、ペリーの近隣住区論なども提案
された。こうした都市計画理論の発展および個別法の積み重ねを通して、次第に体
系的な都市計画制度へと発展した６）。
　都市計画制度は、都市整備に関する様々な経験とそれぞれの時代の要請に応えな
がら、法体系の制定や、国主導から自治体主導への地方分権などを経て今日の形に
確立されてきた。また、都市は常に変化しており、これをコントロールするための
制度も常に修正を余儀なくされている。本稿では、現代日本の都市計画制度はどの
ようになっているか、文献調査を通じてその全貌を考察し、特徴を分析してみる。
2．都市論と都市計画論
（1）都市発展の周期性
　都市は生きものだとの捉え方もある。都市は生命の如き、生まれ、成長し、広が
り、そして様々な問題を抱えるようになり衰えていく。都市問題をたえず解決する
ことによって都市の衰退を止め、持続的な発展が可能となる。このような都市の発
展の流れを周期性として次のようにまとめることができる７）。
　都市が形成された後はじめに迎えたのは、人口が増加し、産業が集中する「都市
化」段階である。この段階においては、人口と産業は集積の利益を求めて都市に集
中する。集積の利益とは、産業活動が相互に近接することによって情報収集しやす
くなり費用が節約できることから生じる利益である。政府も都市基盤を整備するた
めに投資する。職場の提供、福祉や教育の充実によって大勢の人が都市に吸い込ま
れる。一方、無秩序な都市化や無計画な土地利用は都市発展の混乱状況を招く。こ
れをスプロールといい、衛生問題や防災などの問題をもたらす。
　第2 は、中心部が過密状態となり、郊外の開発が進み、周辺部で人口が増加する「郊
外化」段階である。人口と産業の都市への集中は、地価高騰や交通混雑、環境汚染
など集積の不利益も生みだす。集積の不利益が利益を上回るようになると、企業が
拡張のために郊外に移転したり、人々が住宅を郊外に求めたりする。都市部の過密
問題を解決するため、政府もニュータウン開発など郊外を整備し、工場の郊外移転
や郊外での住宅供給を政策的に奨励する。郊外に居住し都心のオフィスに通勤する
ライフスタイルが成り立つ。ここで都市中心部の人口が減少し、周辺の郊外地域で
人口が急増する「ドーナッツ化現象」が現れる。
　第3 は、都市の中心部が魅力を失い、人口が著しく減少し、やがて衰退は周辺部
にも波及し、都市圏は全体として人口を失う「逆都市化」段階である。都市の中心
商業地区とそれを囲むインターシティにおいて、生活者としての定住（夜間）人口
が減少し、高齢化が顕著となる。また、人口減少と高齢化は、地域住民組織の弱体
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化、歴史的文化財と風致地区の消失、コミュニティ活動の停滞をもたらし、集積利
益も得られなくなる。その結果、都市圏全体が衰退過程に入る。
　第4 は、中心部が再開発され、都市が再生し、ふたたび人口が戻ってくるという「再
都市化」段階である。地価の下落、都市計画の規制緩和、住宅ローンの低金利など
により、都市再開発が進展し、住宅とオフィスの供給を増大させ、住宅を取得しや
すくなる。その結果、これまで郊外に住宅を求めざるを得なかった人々が中心都市
にとどまれるようになり、人口空洞化が進んでいた都心部で人口が増加するように
なる。再都市化の推進策が様々である。例えば、東京都豊島区は日本初のマンショ
ン一体型新しい庁舎を建てた。庁舎は地下3階、地上49階。上層階は分譲マンショ
ンであり、低層部（3 ～ 9階）に豊島区役所が入る。地下2階のロビーは東京メト
ロ有楽町線「東池袋駅」と地下通路で直結する。屋上には庭園があり、水や緑の見
学ができる。
（2）都市計画の特徴
　2世紀に入り、情報化・グローバル化の進展によって衰退しつつある都市を再
生させる戦略のひとつとして、「創造都市」が世界的な注目を集めるようになった。
創造都市とは、イギリスの都市計画家チャールズ・ランドリーが提唱した概念であ
る８）。彼は、980年代以降の欧州における都市再生の経験を踏まえて、都市が潜在
的に持っている創造性を意識的に引き出すことの重要性を指摘している。例えば、
衰退した工業都市から建築・デザイン都市として再生したグラスゴー、脱工業化に
よって残された産業遺構を観光資源として活用したドイツのエムシャーパーク。こ
のように、都市問題を解決するために新しい都市像を確立し、目標達成に向けて人
的・物的資源を動員し統合を行ってゆくのが都市計画である。
　都市計画が存在するにもかかわらず、なぜ、スプロールのような都市問題や逆都
市化のような衰退を未然に防ぐことはできなかったのか。実は、都市計画には限界
があり、万能ではない。地域社会において将来について何らかの行動の指針を求め
るならば、都市計画が必要となる。当面入手可能な（人的・物的）資源の評価推定
を出発点とし、抽象的あるいは定性的な長期目標を立て、それを具体的定量的な中
位の目標にブレークダウンし、それに対して手元の利用可能な諸資源を適当に配分
する、という手順を通じて計画化が成立する。
　都市を対象とした計画には、福祉や教育分野の計画など、社会計画や経済計画も
ある。これらのソフトな領域の計画に対し、都市計画は、都市の空間秩序を形成す
るハードな領域を担う計画として位置づける。ソフト分野とハード分野を含めた都
市に関連する諸領域の計画を、統一的に機能させるために立案し、都市を対象とす
る総合的な計画として「都市総合計画」の概念がある。
　都市計画は、都市施設の整備や運営を行う計画のことであり、物的計画あるいは
フィジカル（physcal）な計画と呼ばれる。都市計画は都市総合計画の一環として
のハード分野の計画であるのに対し、社会計画、経済計画、環境計画、福祉計画な
どは都市総合計画に基づいたソフト分野の計画である。両者の相補関係はきわめて
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重要である。フィジカルな計画がなければ、いかなる社会経済計画も具象化せず、
フィジカルな計画も社会経済計画の裏付けと予算措置がなければ無用の長物となる。
（3）都市計画の機能
　都市の将来の発展において、都市計画には「計画」「規制」「事業」という 3 つの
機能がある。これらの 3機能は整合的に働き、ともに機能してはじめて、都市計画
は効果的に推進される９）。
　「計画」とは、都市施設や都市空間の整備方法、都市発展の将来像、まちづくり
と都市活動の指針、市民・産業・行政に共通するガイドラインを確立することである。
　「規制」とは、計画を実現するために、住宅や商業施設、工場などを決まった用
途地域へ立地するようにし、不適合な都市開発行為を制限することである。一般に
は、土地利用を実現に導くための制限と、都市計画事業を円滑に進めるための制限
に分かれている。
　「事業」とは、計画に基づいて都市空間や社会基盤の開発と整備を行う都市計画
事業のことである。公的資金を用いて公共事業として実施されることが多いが、民
間事業として行われることもある。民間事業の場合は公的資金からの補助を利用し
て行われる場合もある。
3．都市計画の対象と法律
（1）行政区域と都市計画区域
　都市計画は行政区域の全域で実施するのではない。区域を指定することにより、
この区域内で都市計画事業が実施され、土地利用の規制と開発行為の制限が行われ
る。都市計画法第5条に基づいて指定された都市計画を実施する地域を「都市計画
区域」と呼ぶ。都市計画区域とは、市又は一定の要件に該当する町村の中心市街地
を含み、自然的条件や社会的条件を考慮し、一体の都市として総合的に整備し、開
発し、保全する必要があると指定する区域である。都市計画の適用範囲は都市計画
区域内に限る。都市計画区域外においては、都市計画の策定や都市計画による規制
はできない。
　都市計画区域は市町村の行政区域の全域ではない。行政区域には田園部や林野部
もあり、優良な農地や広大な山林地帯を都市計画区域に含む必要はない。多くの都
市計画区域は、行政区域のうちの既成市街地および放置すれば無秩序な都市開発が
行われる郊外を設定している。もちろん、市町村全域を区域にする例もある。また、
市街地が隣接する市町村に連担して広がっている地域には、複数の市町村にまたが
って一つの都市計画区域が指定される。これは広域都市計画区域と呼ばれる１０）。
　都市計画区域は、一定の都市的集積のある中心市街地を含めて指定することにな
っているが、町村に対してはその市街地の規模が重要となる。都市計画法第5条第
項による政令では、都市計画区域の指定基準は次のように定まっている。
① 当該町村の人口が 万人以上であり、かつ商工業その他の都市的業態に従事
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する者の数が全従業者数の 50％以上であること。
② 当該町村の発展の動向、人口および産業の将来の見通しからみて、概ね 0年
以内に前号に該当することが認められること。
③ 当該町村の中心の市街地を形成している区域の人口が 3000人以上であること。
④ 温泉やその他の観光資源があることにより多数人が集まるため、特に、良好
な都市環境の形成を図る必要があること。
⑤ 火災、震災その他の災害により当該町村の市街地を形成している区域内の相
当数の建築物が滅失した場合において、当該町村の市街地に健全な復興を図
る必要があること。
　また、都市計画区域外に発生する開発行為に対しては、都市計画区域の拡大、建
築基準法の適用、条例の制定、準都市計画区域の指定などの方法で管理・規制する
ことができる。準都市計画区域は、都市地域に該当しない地域にも都市計画規制を
適用する目的で、2000年の都市計画法改正で創設された制度である。準都市計画区
域は、無秩序な開発行為が起こりそうな地域、あるいは将来課題が発生すると見込
まれる地域に点的に指定される。なお、準都市計画区域の指定権者は都道府県とな
り、該当区域には都市計画税を徴収できない１１）。
（2）都市計画に関する法律
　都市計画についての基本法は「都市計画法」である。旧法は 99年に制定された。
戦後の高度成長期に、人口や産業が激しく都市へ集中し、市街地のスプロールによ
る都市環境の悪化などの様々な問題が顕在化した。この事態に対応するため、968
年に全面改正された新たな都市計画法が成立した。さらに 992年に大幅改正され
た後、最近は頻繁に改正されている。都市計画法は、都市計画の内容、策定手順、
決定方法、計画実現の手段・組織・財源などについて定めている基本法である。都
市施設、市街地開発事業、地域地区などの都市計画の詳細内容については下位の個
別法によって定められる。例えば、①都市施設には道路法、下水道法、都市公園法、
②市街地開発事業には土地区画整理法、都市再開発法、③地域地区には建築基準法、
文化財保護法、景観法などが挙げられる。また、個々の建築物に対しては、都市計
画法のパートナーと呼ばれる建築基準法によって規制する。
　都市は広域地方あるいは国土の構成要素でもある。国土開発のあり方について
は国土形成計画によって定まる。「国土形成計画」は土地、水域、自然、社会資本、
産業集積、文化、人材などによって構成される国土の望ましい姿を示す長期的総合
計画である。国土形成計画には全国計画と広域地方計画がある。広域地方計画は、
東北圏、首都圏、北陸圏、中部圏、近畿圏、中国圏、四国圏、九州圏といった 8 つ
のブロックについてそれぞれ策定されている。全国計画と広域地方計画は都市計画
の上位計画になり、都市計画は全国計画と広域地方計画を実現するための手法にな
る。また、国土形成計画の策定根拠となる「国土形成計画法」をはじめとする法律
は、都市計画法の上位に位置づけられる。
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（3）都市計画の内容
　都市計画法によると、都市計画とは「都市の健全な発展と秩序ある整備を図るた
めの土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画」である。ゆえに、
土地利用計画、都市施設計画、市街地開発事業計画といった 3 つの計画は都市計画
の 3本柱となる。また、より具体的な都市計画の内容について、都市計画法はさら
に次の 種類を規定している。
① 都市計画区域の整備、開発および保全の方針
② 計画的な市街化および整備を図る「市街化区域」と、市街化を抑制する「市
街化調整区域」とに区分する
③ 都市再開発方針等
④「地域地区」を定めて土地利用の純化、自然環境の保持を図る
⑤ 道路、公共下水道等都市運営に必要な「都市施設」を計画的に整備する
⑥ 土地区画整理事業、市街地再開発事業等の新市街地の造成や既成市街地の再
開発を目的とする「市街地開発事業」を行う
⑦ 新住宅市街地開発事業、流通業務団地等の大規模な面的開発事業を施行する
「市街地開発事業等予定区域」を定め、適地内で円滑かつ迅速な事業実施を
図る
⑧「促進区域」を定めて、土地所有者等に一定期間内に一定の土地利用の実現を
義務づけ、計画的な市街地整備を図る
⑨ 市街化区域内にある一定規模以上の遊休土地に対して市街地としての転換利
用を促すため、「遊休土地転換利用促進地区」を定める
⑩ 大規模な火災、震災等が発生した場合、2年以内に限って建築等の行為を制限
し、土地区画整理事業等を施行するために「被災市街地復興推進地域」を定
める
⑪「地区計画等」を定め、地区レベルで総合的に市街地を整備する
4．都市計画マスタープラン
　都市計画はその目標を達成するには長い期間を要する。多くの計画や事業を中断
なく遂行するためには、長期的な目標とそれを実現する方針・政策を確立する必要
がある。こうした役割を果たすのがマスタープランである。マスタープランとは中
長期的視野から都市のあるべき将来像を明確に示し、その将来像を実現するための
諸施策の基本方針となるものである。マスタープランの意義として、個別の都市計
画上の諸施策を決定する際に、長期的、総合的観点から適切な判断を下すための枠
組みとして機能すること、そして、一般公開することによって都市の将来像を住民
や民間企業などの都市計画にかかわる様々な主体に認知・共有させることである１２）。
都市の将来のあるべき姿について、住民が共通のビジョンをもつことは、都市計画
を円滑かつ効果的に進めていく上で、最も重要なことである。
　日本の都市計画のマスタープランには、市町村マスタープラン（市町村の都市計
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画に関する基本的な方針）と、都市計画区域マスタープラン（都道府県の都市計画
区域の整備、開発および保全の方針）の 2種類がある。概ね 20年先を目標年次とし、
その間の人口・世帯、産業・経済等の動向の見通しに立って計画目標を設定し、土
地利用や都市施設の整備の方針などが定められる。マスタープランは、長期にわた
って安定した計画であることや、分野別計画や関連計画の指針となることが求めら
れ、総合性や柔軟性がありかつ実現可能な計画である必要がある。また、民間や市
民の合意形成や参画を促すための計画でもあるため、わかりやすく創意工夫に富ん
だものであることも条件となる。
　国土利用計画法に基づいて策定される国の「国土利用計画」と都道府県の「土地
利用基本計画」は、都市計画に関するマスタープランの上位計画に当たる。また市
町村は、地方自治法に基づく「市町村の建設に関する基本構想」、いわゆる総合計
画を策定しなければならない。この総合計画は「基本構想」、「基本計画」、「実施計
画」の 3段階の計画で構成されている。これらも市町村マスタープランの上位計画
に当たる。
（1）都市計画区域マスタープラン
　2000年の都市計画法改正により、都道府県は、一市町村の見地を超えた広域的な
視点からマスタープランを定めるようになった。概ね 20年後の都市の姿を展望し、
それぞれの都市計画区域ごとにその都市計画の目標等の基本的方針を示すものであ
る。個別の都市計画や市町村マスタープランは、この都市計画区域マスタープラン
に即して定めることとなる。都市計画法第6条では、都市計画区域マスタープラン
の内容について次のように規定している。
① 都市計画の目標
② 市街化区域・市街化調整区域の区域区分の決定の有無および区域区分を定め
るときはその方針
③ 土地利用、都市施設の整備および市街地開発事業に関する主要な都市計画の
決定の方針
（2）市町村マスタープラン
　992年の都市計画法改正により、市町村はマスタープランを定めるようになった
（都市計画法第8条の 2）。市町村マスタープランは、市町村基本構想と都市計画
区域マスタープランに即して定める（都市計画法第5条）。また市町村の都市計画
は、市町村マスタープランに即したものでなければならない。都市計画区域マスタ
ープランは都市計画決定が必要であるが、市町村マスタープランは都市計画決定を
要しない。
　市町村マスタープランは、一般的には、「まちづくりの理念や目標、まちの将来
像」「分野別方針」「地区別構想」などから構成され、計画図やダイアグラム、イラ
ストなどを利用し、市民にわかりやすく提供するようになっている１３）。市町村マ
スタープランを策定する際に、公聴会を開いて民意を反映させるような住民参加の
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措置を講じなければならない。住民参加には、アンケート実施やインターネットを
活用した意見聴取、住民説明会、地域懇談会、ワークショップなどの方法もよく利
用されている。
5．都市計画制限
　都市計画の実現手段には「都市計画制限」と「都市計画事業」の 2 つがある。都
市計画制限とは、計画に沿わない行為を公権力により禁止したり制限を加えたりす
る規制の手段である。制限には 2 つの方法がある。一つは、土地利用計画の実現の
ための開発行為、建築行為、建物用途などの制限である。こうした制限は計画変更
のない限り撤廃できない。もう一つは、将来の都市計画事業を円滑に行うため、事
業を阻害すると思われる建築行為をあらかじめ制限しておくものである。これは事
業実施までの一時的な制限である。
（1）市街化区域と市街化調整区域
　都市計画区域の中には、市街地として整備すべき地域と、スプロールを防止して
市街地拡大を抑制すべき地域がある。それぞれに適する対応を行うため、市街化区
域と市街化調整区域の 2 つに区分する必要がある。このことを区域区分と呼ぶ。都
市計画区域の中で市街化区域と市街化調整区域の間に境界線を設け、区域区分を成
立させることを「線引き」ともいう。境界線は、原則として鉄道や河川・海岸・が
けなどの地形、地物など土地の範囲を明確に示し得るものを利用する。
　市街化区域では、積極的に都市施設を配置し、用途地域の指定を行って土地利用
を規制し、市街地の整備を充実する。一方、市街化調整区域では、市街化を抑制し、
開発行為を原則として禁止する。市街化調整区域の市街化を抑制すべき期間は概ね
0年なので、区域区分は 5年ごとに見直されるようになっている。区域区分の権限
は市町村でなく都道府県にある。都市計画法では、市街化区域について、「すでに
市街地を形成している区域および概ね 0年以内に優先的かつ計画的に市街化を図
るべき区域」と規定している。具体的にどの範囲を指定するかは、都市の人口規模、
産業活動の状況、地理的条件などを総合的に考えて判断する。都市計画法省令第8
条は次のような判断基準を示している。
① 50ha 以下の概ね整形の土地で、人口密度が 40人 /ha 以上で連担し、その区域
の人口が 3000人を越える区域（DID）。
② 上記区域に接続し 50ha 以下の概ね整形の区域において、建築物の敷地などの
合計面積（都市的利用面積）が当該区域面積の /3以上になる地区。
　また、概ね 0年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域としては、住
宅計画や工業立地計画などに基づいて土地需要を見通し、必要とされる面積を決め
ることになるが、次のような土地区域は含まないものとする。
① 市街化の動向や都市社会基盤整備の進捗状況からみて市街化させることが不
適当な土地
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② 溢水、湛水、津波、高潮などによる災害の発生のおそれのある土地
③ 優良な集団農地その他長期にわたり農用地として保存すべき土地
④ 優れた自然風景を維持し、都市の環境を保持し、水源を涵養し、土砂の流出
を防備するなどのために保全すべき土地
　区域区分は、すべての都市計画区域において実施されるものではない。2000年の
都市計画法改正によって三大都市圏内の既成市街地および近郊整備区域と政令指定
都市以外は都道府県の自由判断によるとされている。市街化区域では計画的な市街
化を図るが、市街化調整区域では開発許可制度を用いて開発行為を抑制する。一定
規模以上の開発行為は都道府県知事の許可を受けなければならない。この中で市街
化調整区域での開発行為は原則として許可しない。
　また、上述のような線引きによる制限のほかに、地域地区制による制限もある。
地域地区の種類によって、建物の用途、構造、容積、建ぺい率などに制限が行われ
る。風致地区などにおいては、建築物だけでなく竹木の伐採や宅地の造成にも制限
が行われる。
（2）都市計画事業制限
　都市計画事業のうち、原則として、市町村が都道府県知事の認可を受けて施行す
るものが都市計画事業である。都市計画事業は公共性の高い事業として、土地収用
法を適用して強制的に用地を取得する権限も与えられている。
　都市計画事業が認可され、着手されると、その事業区域にはより強い都市計画制
限が実施される。これを「都市計画事業制限」という。つまり、都市計画事業の事
業計画や施行期間が定まり、事業に着手しようとする段階で、事業の障害となる建
築物の建築などの行為を防ぐために、厳しい私権制限を行う。例えば、都市計画事
業の施行の障害となるおそれがある「土地の形質の変更」、「建築物の建築その他工
作物の建設」、「5t 以上の物件の設置」などの行為を行おうとする者は、都道府県知
事の許可を受けなければならない。一般的にこれらの行為は不許可となる。ただし、
建築物が 2階以下で、かつ地階を有せず、木造、鉄骨造であり、容易に移転、除去
することが可能である場合は、原則として許可される。
6．都市計画事業
（1）都市計画事業の構成
　都市計画事業は都市施設整備事業と市街地開発事業の 2 つからなる。この中の都
市施設とは、都市としての諸機能を円滑に運営維持するために必要不可欠な施設の
ことである。都市基盤施設、都市インフラ、インフラストラクチャーとも呼ばれお
り、次の 項目を含んでいる。①交通施設、②公共空地、③供給・処理施設、④
水路、⑤教育・研究・文化施設、⑥医療・社会福祉施設、⑦市場・屠畜場・火葬場、
⑧一団地の住宅施設、⑨一団地の官公庁、⑩流通業務団地、⑪電気通信施設。
　都市施設整備事業は道路や公園などの点と線を整備するのに対し、市街地開発事
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業は一定の広がりをもった地区についての面を整備することである。市街地開発事
業は、既成市街地を再開発する「再開発型」と、新市街地を開発する「新開発型」
の 2 つに分けられる。前者には土地区画整理事業、市街地再開発事業、住宅街区整
備事業があり、後者には新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、新都市基盤整
備事業がある。特に、土地区画整理事業は、都市計画事業の根幹をなすものであり、
新しい市街地の開発にも用いられる。
　都市計画事業は、都道府県知事または国土交通大臣による認可または承認を受け
る。認可または承認され、都市計画事業が告示されると次のような効果が生じる。
① 都市計画事業制限の適用
② 土地所有者の買取り請求権、事業施行者の先買権の発生
③ 土地収用権の付与
④ 土地提供者の生活激変に伴う生活再建措置の適用
⑤ 都市計画税の事業費への充当
⑥ 国庫補助金等予算面での優遇措置
（2）都市計画事業の施行者
　都市計画事業は道路や公園などの公共施設を整備する公共性の高い事業であるた
め、実施には強い権限が与えられる。誰もができるものではない。都市計画法では、
都市計画事業の施行者について次のように規定している。
　都市計画事業は市町村が都道府県知事の認可を受けて施行する。市町村が施行す
ることが困難または不適当な場合には、都道府県が国土交通大臣の認可を受けて都
市計画事業を施行する。例えば、都道府県の都市計画道路事業、流域下水道など大
規模な下水道事業。また、国の利害に重大な関係を有する都市計画事業については、
国の機関が国土交通大臣承認を受けて施行する。例えば、高速自動車国道、第一種
空港、一級河川の整備。
　また、民間事業者や地方公社なども、免許などが必要な事業の施行に関して行政
機関の免許、許可、認可などの処分を受けている場合や、その他特別な事業がある
場合は、都道府県知事の認可を受けて都市計画事業を施行することができる。
7．都市計画決定の手続き
（1）住民参加
　都市計画事業を推進し、将来ビジョンを実現するためには住民の支持と協力はな
くてはならない。このため、都市計画の策定や決定に住民の意見を反映することは
重要である。つまり、地域住民の多様な価値観を調和して、まちづくりのビジョン
について合意を形成し、関係するステークホルダーの協調や行政と市民のパートナ
ーシップのもとで、都市計画を策定・決定・実行していかなければならない。都市
計画における住民参加は 2 つの段階に分けられる１４）。まずは都市計画の全体像形
成への参加である。市民は自らの居住する市町村の将来像について、その原案を大
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いに議論し、将来ビジョンを共有する。この段階では、市民は自らの居住地区の狭
い利害にこだわることなく、都市全体のあるべき姿を議論する立場と視野がより大
切となる。
　第2 は地区計画への住民参加である。都市計画は、都市全体の将来像を形成し、
それを実現するための基盤施設の整備や土地利用の方針を定めることである。この
全体の計画に基づいて各地区や居住地域の開発および整備についての方針が、住民
合意のもとで整合的に策定されなければならない。しかし、住民の身近な暮らしと
の関連が深いため、それぞれの地区で自主的に住民の合意を得ることはより困難で
ある。このため、地区計画策定における住民参加は、素案作成の段階からより全面
的に参加することが望まれる。また、地区計画は都市全体の計画との間にずれのな
いことを確認する必要がある。
　また、都道府県や市町村は、都市計画の案を作成しようとする場合、必要に応じ
て公聴会の開催等により、住民の意見を反映させるために必要な措置を講じなけれ
ばならないと都市計画法によって定められている。このように、公聴会や説明会等
により住民等の意見を反映する住民参加の手続きが制度化されている。さらに、形
成されてきた案を 2週間にわたって公衆の縦覧に供しなければならず、関係市町村
の住民、利害関係者は、この案について意見があるときは、意見書を提出すること
ができることになっている。
　情報社会の発達につれて住民参加の手法が変わりつつある。都市計画審議会の設
置、公聴会の開催、市町村議会を経由した市民意見の反映などの従来のやり方は、
間接的な方式だといわれている。最近では住民の直接参加を通じて原案を作成する
住民参加手法が試みられている。例えば、計画に関する意見を直接聞くパブリック・
インボルブメント（PI、publc nvolvement）、パブリックコメント、専門的知識を
有するコーディネータを囲んだワークショップなど。
（2）都市計画審議会
　都市計画を決定するにあたって都市計画審議会は重要な役割を果たす。従来の都
市計画法では、都道府県のみに設置が義務付けられた。しかし、2000年の都市計画
法改正により、政令指定都市では設置が義務付けられ、その他の市町村では法定の
付属機関として任意に設置することとなった。都道府県および政令指定都市の都市
計画決定にあたっては、必ず審議を経なければならない。審議・諮問・建議を担う
都市計画審議会の権能は次のように決められている。
① 次の事項について審査審議をする。
イ 都市計画区域の指定（知事に意見を述べる）
ロ 二以上の都道府県にわたる都市計画区域の指定（大臣に意見を述べる）
ハ 準都市計画区域の指定（市町村に意見を述べる、市町村に都市計画審議
会が設置されていない場合に限る）
ニ 都道府県による都市計画の決定（都市計画案を審議する）
ホ 市町村に都市計画審議会が設置されていない場合の市町村による都市計
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画の決定（都市計画案を審議する）
② 知事の諮問に応じて都市計画に関する事項を調査審議する。
③ 都市計画に関する事項を関係行政機関に建議する。
　市町村には審議会が設置されない場合は、都道府県審議会がその機能を担う。し
かし、大幅な権限委譲を受けた市町村の多くは、都市計画の決定機関として審議会
を設置するようになった。都市計画審議会は首長が学識経験者などの中から任命す
る。住民代表委員の選び方については決まっていないが、公募方式を用いる自治体
が多い。また委員数については、都道府県の審議会は 人以上35人以内、市町村
の審議会は 5人以上35人以内と決まっている。
（3）都市計画提案制度
　都市計画提案制度とは、土地所有者、まちづくり団体、NPO、民間事業者などが
一定規模以上の区域について、土地所有者の 3分の 2以上の同意など一定の条件を
満たした場合に、都道府県や市町村に都市計画の提案をすることができる制度であ
る。2002年の都市計画法の一部改正により創設された。背景には、まちづくりや都
市計画における住民の関心と参加意欲の向上、998年の特定非営利活動促進法の成
立、NPO 活動によるまちづくり活動の活性化などがある。
　これまでは行政が提案する都市計画に対して住民は意見を述べる受け身の立場で
あったが、都市計画提案制度を活用することにより、住民自らが都市計画の提案を
行うことが可能となり、主体的かつ積極的にまちづくりに関与できるようになった。
ただし住民が提案できる都市計画の範囲には決まりがある。例えば東京都では、都
市計画区域マスタープラン、都市再開発の方針、住宅市街地の開発整備の方針、防
災街区整備方針等を除く都市計画について提案することができる。
（4）都市計画の決定方法
　都市においては様々な主体による開発行為が常に行われている。都市計画が決定
されると、これらの開発行為は制限を受けるようになる。つまり、都市計画は決定
されてはじめて法定都市計画となり、制限は法的拘束力を発揮し、事業は予算措置
を講じられる。2000年の法改正により都市計画が自治事務に移行された。これにと
もなって都市計画の決定権は国から都道府県と市町村に委譲された。
　現行の都市計画法によると、都市計画の決定権限は自治体にある。広域的・根幹
的な都市計画については都道府県が、身近な都市計画は区市町村が決定するように
なっている。すなわち、都市計画について市民の生活に関しては原則として市町村
が定める。広域施設の整備、区域区分、周辺市町村との整合、広域的な見地からの
判断の必要なもの等については都道府県が定める。
　また、都市計画区域が複数の都府県にわたる場合は国土交通大臣が決定する（都
市計画法第5条）。例えば、大都市とその周辺都市の都市計画や高速自動車国道・
一般国道・都市高速鉄道・第一種空港など国の利害に重大な影響の及ぶ都市計画に
関しては、国に協議し、同意を得なければならない（表 を参照）。
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表１　都市計画決定の権限と分担
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下水道
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（出所：磯部友彦ほか『都市計画総論』p36を参考に作成した）
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図１ 都市計画の決定手続
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　都市計画の決定は法定手続きに従って行われる。都道府県または市町村は、都市
計画の原案を作成する段階において、必要に応じて公聴会や説明会を開催して、住
民の意見を反映するための必要な措置を講ずる。また、策定された原案は都市計画
審議会に諮られる前に、必ず 2週間にわたって住民に縦覧する。住民や利害関係者
は、この案について意見があるときは、意見書を提出することができる。都市計画
審議会は原案の審議に際して、意見書と当局のそれへの対応方針を併せて審議する
（図 を参照）。
　都道府県が都市計画を決定する場合は、関係市町村の意見を聴き、都道府県都市
計画審議会の審議を経て、さらに国の利害に重大な関係があるものについては国土
交通大臣の同意を得て決定する｡ 市町村が都市計画を決定する場合は、原則として
知事への協議の後（町村の場合は知事の同意を得た後）、市町村都市計画審議会の審
議を経て決定する。市町村の定める都市計画は、都道府県が定めた都市計画に適合し
なければならず、内容が対立した場合は都道府県が定めた都市計画を優先する１５）。
8．都市計画の財源と費用負担１６）
（1）都市計画事業の財源
　都市計画の目標を達成するためには、都市計画制限によるものと、都市計画事業
によるものとがある。その中で都市施設の整備や市街地開発事業などの都市計画事
業の施行には多額の費用を要する。鉄道、水道、ガス事業については収益があるた
め、事業費が莫大であっても後で償還が可能である。一方、道路、公園などの整備
事業は収益がなく、公共財源によって負担するしかできない。
　都市計画の公共財源としては、表2 が示すように１７）、「国庫補助金」（都市計画
法第83条）、「地方債」（地方自治法第230条項）、「都市計画税」（地方税法第702
条項）、「宅地開発税」（地方税法第703条の 3）、「事業所税」、「受益者負担金」（都
市計画法第75条項）、「土地基金」（都市計画法第84条項）などが挙げられる。
㔠㢠㻔ⓒ୓෇㻕 ᵓᡂẚ㻔䠂㻕
国庫補助金 1309042 30.3%
地方債(都道府県） 180998 4.2%
地方債(市町村） 1251534 29.0%
都市計画税 443222 10.3%
その他 1128921 26.2%
計 4313717 100.0%
表２　2012年度都市計画事業費の内訳
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　地方債は地方公共団体が借金することである。地方公共団体は、議会の議決を経
て地方債を起こすことができる。地方債を財源とする場合は地方財政法の制限を受
ける。都市計画事業に関連する公共施設の建設、土地区画整理事業による宅地造成
などについては、財源として地方債を起こすことができる。地方債は借金であり、
後年返済することになる。都市計画事業は都市の基盤施設の整備であり、整備され
た施設などはその後都市住民は何世代にもわたって利用することになるため、整備
費の借金を後の世代にまわすことに妥当性があるが、財政の健全化を考えると限界
がある。
　国、都道府県または市町村は、都市計画事業によって利益を受ける者に対してそ
の利益の限度内において、その事業費の一部を負担させることができる（都市計画
法第75条）。これを「受益者負担金」という。現在は公共下水道事業のみについて
この制度により負担金の徴収を行っている。その他の事業についても制度的には受
益者負担金を徴収できるが、受益の範囲を明確にすることはできないため、現在は
徴収されていない。
　都市計画事業の施行について、最も重要なポイントは土地の値上がりを抑制して
合理的に土地を取得することである。都市計画施設の区域または市街地開発事業の
施行区域内の土地の買取り、または土地の先行取得などを行うため、都道府県また
は指定都市は、土地基金を設けることができる（都市計画法第84条）。土地基金の
財源について、国は都道府県または指定都市に対し必要な資金の融通または斡旋そ
の他の援助を行う。
　国は、その施策を行うため特別の必要があると認めるときまたは地方公共団体の
財政上特別の必要があると認めるときに限り、当該地方公共団体に対して、補助金
を交付することができる（地方財政法第6条）。その一つは国庫補助金である。表3
に示すように国庫補助金は都市計画事業費全体に占める比率は非常に大きい。言い
換えれば、地方分権化が行われたにもかかわらず、国の影響力は依然として大きい。
஦ᴗ㈝
䠄ⓒ୓෇䠅
ᅜᗜ⿵ຓ㔠
䠄ⓒ୓෇䠅
⿵ຓ㔠
඘ᙜ⋡䠄㻑䠅
道路 635987 224631 35.3%
土地区画整理 780031 490342 62.9%
公園 198417 52528 26.5%
下水道 2195737 484638 22.1%
市街地再開発 242335 40556 16.7%
その他 261210 16347 6.3%
計 4313717 1309042 30.3%
表３　2012年度主要事業別国庫補助金充当率
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（2）事業の費用負担と推進方式
　都市計画事業の費用は基本的に住民が負担しなければならない。それを住民が全
員で均しく負担する場合は「公共負担」となる。国や地方公共団体が様々な税を徴
収して、それを用いて事業を実施する。しかし、都市計画事業の受益は、必ずしも
当該地域の住民全般に均しく拡がるものではないため、一部の住民が重点的に費用
を分担することも考えられる。これには受益者負担と利用者負担の 2 つがある。受
益者負担とは、都市計画事業によって受益する地域内の地権者や事業者に負担金を
賦課するものである。利用者負担とは、借入金などによって都市施設の整備が実施
された後、その施設の利用者から利用料金を徴収して借入金を償還するものである。
また、民間資金を活用してまちづくりを進めることもできるが、それによって特定
の民間事業者が利益をあげることを容認しなければならない。これらの費用負担を
生かした都市計画事業の推進方式は次のようになっている。
① 公共事業方式は、国や自治体が一般財源あるいは特定財源からの歳入を用い
て事業を実施する。整備された施設は公共財となる。国直轄事業、国庫補助
事業、地方単独事業がこれに当たる。
② 受益者負担方式は、受益地区を特定してその地区内の地権者に負担金を賦課
する方式である。下水道の整備事業はこれに当たるが、最大の難点は受益地
区を確定することである。
③ 政府企業方式は、行政の企業部局が公団・公社、第3 セクター会社のような
公的な企業体を設立し、国債・地方債・財政投融資資金・民間借入金などの
資金で事業を施行し、供用後の利用料金収入で長期にわたって元利を償還す
る方式である。
④ PFI 方式は、民間資金と民間企業体の効率性を生かした公共事業の推進方式
である。建設会社や当該事業に実績のある会社と出資を担当できる会社を中
心とする企業連合体が事業主体となる。
9．終わりに
　都市計画は、行政が中心となって住民が参加するというかたちで定期的に策定さ
れている。都市計画の実施によって様々な施設整備や地区開発事業が行われる。こ
れによって都市環境が変わり、人々の日常生活や企業の経済活動に大きな影響を与
えるようになる。こうした都市環境のあり方や都市の将来発展を決める都市計画は、
恣意的につくるものではない。その対象・内容・決定・実施などは法によって決ま
っている。こうした様々な法的決まりを総合したものが都市計画制度になる。この
制度は時代の発展とともに、社会に求められた形で変化してきている。本稿では現
在の都市計画制度について考察し、その特徴を分析してみた。
　都市計画とは「都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施
設の整備及び市街地開発事業に関する計画」である。都市計画は、全行政区域では
なく、指定された都市計画区域に対して土地利用計画、都市施設計画、市街地開発
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事業計画などをつくることである。さらに、都市計画区域を市街化区域と市街化調
整区域に分け、2種類の用途地域を設定することによって、施設整備を推進した
り、開発行為を制限したりする。多くの開発と整備事業を中断なく遂行するために
は、長期的な目標とそれを実現する方針・政策を保持する必要がある。こうした役
割を果たすのがマスタープランである。また、都市計画実施の財源には国庫補助金、
地方債、都市計画税などがある。このような制度に基づいて策定された法定都市計
画は行政主導の都市計画になる。しかし、住民の直接参加を充実することによって
住民主導の都市計画へとシフトすることは求められている。これは都市計画におけ
る今後の課題である。
注
) 「神は田舎を創り、人は都市を創る」というダンテの言葉の英文は次のようにな
っている。“God made the country, and man made the town”. 詳細については、
アーサー・コーン（968）『都市形成の歴史』（星野芳久訳）鹿島出版会、国際
交通安全学会（20）『地域公共交通と連携した包括的な生活保障のしくみづ
くりに関する研究』24頁を参照されたい。
2)　大都市に人口を寄せ集めたほうが国の経済は活性化する。このような集積推進
論の代表者の一人はハーバード大学のエドワード・フレイザーである。詳細は、
エドワード・フレイザー（202）『都市は人類最高の発明である』（山形浩生訳）
NTT 出版を参照されたい。
3)　人口の視点から都市を捉えることについては、倉沢進（962）「都市化の概念
と理論的枠組み」『社会学評論』3(3)：49-63 を参照されたい。
4)　総合的視点から都市を捉えることについては、日笠端・日端康雄（203）『都
市計画』（第3版）共立出版66頁、日本建築学会編（993）『建築学用語辞典』
を参照されたい。
5)　都市計画とは都市をつくるための技術と制度だという考え方は、饗庭伸・加藤
仁美ほか（204）『初めて学ぶ都市計画』市ヶ谷出版社00頁を参照されたい。
6)　近代都市計画は産業革命を背景に生まれた歴史については、谷口守（204）『入
門都市計画－都市の機能とまちづくりの考え方』森北出版23-3 を参照されたい。
7)  「都市化」「郊外化」「逆都市化」「再都市化」という 4段階は都市発展の周期性
である。詳細については松本康編（204）『都市社会学・入門』有斐閣05-07、
加藤晃・竹内伝史（203）『新・都市計画概論』（改訂2版）共立出版2-5 を参
照されたい。
8)　創造都市の現状とこれからの展望については、佐々木雅幸（202）『創造都市
への挑戦』岩波書店29-45 を参照されたい。
9)　加藤晃・竹内伝史、同上、54頁を参照されたい。
0)  同上、55頁、また、伊藤雅春・小林郁雄ほか（203）『都市計画とまちづくり
がわかる本』彰国社60-76 を参照されたい。
)  都市計画税は市街化区域内の土地と家屋の所有者が納める税金である。まちづ
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くりのための都市計画事業（道路、公園、下水道などの整備）などに充てられる。
2)  マスタープランの意義については、磯部友彦・松山明・服部敦・岡本肇（204）
『都市計画総論』鹿島出版会3-33 を参照されたい。
3)  同上、07頁を参照されたい。
4)  住民参加における 2 つの段階については、加藤晃・竹内伝史、同上、69-7 を
参照されたい。また、谷下雅義（204）『都市・地域計画学』コロナ社55-6
を参照されたい。
5)  都市計画の決定手続および図 については、東京都都市整備局（205）『都市
計画の決定手続』（http://www.toshseb.metro.tokyo.jp/kekaku/sedo_.htm、
205年9月閲覧）を参照されたい。
6)  都市計画の財源、費用負担、推進方式については、加藤晃・竹内伝史、同上、
77-83、磯部友彦・松山明・服部敦・岡本肇、同上、38-40、東京都都市整備局、
同上を参照されたい。
7)  表2 と表3 は、国土交通省が 205年に公表した『平成25年都市計画現況調査』
http://www.mlt.go.jp/tosh/tosko/genkyou.html、205年4月日閲覧）に基
づいて筆者が作成した。
